
第１０次 漁業センサス 調査結果の概要 

１ 漁業経営体数 

(１) 経営体数

 経営体数は、3,051で前回（平成5年）に比べ394（△11.4％）の減少となっています。 これは、
のり類養殖階層経営体が191（△20.0％）減少したことが大きく影響しています。  
 第1回調査からの推移は、昭和38年をピークにその後は減少が続いています。 これを地域
別にみると、尾張地域1,546（構成比50.7％）、西三河地域876（同28.7％）、東三河地域629（同
20.6％）となっています。（表１, ２, 図１）



 
 
（２) 経営体階層別経営体数

 経営体階層別にみると、漁船使用経営体が2,146（構成比70.3％）、海面養殖経営体が785
（同 25.7％）、小型定置網・地びき網経営体が80（同2.6％）、漁船非使用経営体が40（同1.3％）
と なっています。 
 これを前回と比べると、漁船非使用経営体が61.9％、海面養殖経営体が18.9％、小型定置
網・ 地びき網経営体が13.0％、漁船使用経営体が5.9％それぞれ減少となっています。 
 なお、海面養殖で最も大きい割合を占めるのり類養殖経営体の構成比は25.0％で、前回の
27.7％ に比べ2.7ポイントの低下となっています。（表1）

 
 
(３) 経営組織別経営体数

 経営組織別にみると、個人経営体が2,911（構成比95.4%）で大多数を占め、共同経営、会社、 
漁業協同組合等の団体経営体は140（同4.6%）となっています。（表３）

 

 
 
(４) 主とする漁業種類別経営体数

 主とする漁業種類別にみると、のり類養殖が762（構成比25.0％）、次いで小型底びき網638
（同 20.9％）、採貝491（同16.1%）などとなっています。 
 これを前回と比べると、のり類養殖191（△20.0％）、採貝115（△19.0％）始め11漁業種類の減
少となり、その他の漁業39（13.1％）、刺網31（13.8％）始め4漁業種類の増加となっています。 
（図２、表４）

 

 
 
 
 



 
 
 
 

 
 
(５) 主とする漁業制度区分別経営体数

主とする漁業制度区分別にみると、漁業権漁業が1,615（構成比52.9％）で過半数を占め、次い
で 知事許可漁業1,043（同34.2％）、自由漁業388（同12.7％）、大臣許可漁業5（同0.2％）なって
い ます。（表5）

 
 
(６) 主とする操業水域別経営体数

 主とする操業水域別にみると、12海里以内が3,034（構成比99.4％）で大多数を占め、12～
200海里 が16（同0.5％）その他１（同0.0％）となっています。（表6）



 
 
２ 最盛期の海上作業従事者数
 
 最盛期の海上作業従事者数は、6,774人で前回に比べ666人（△9.0％）の減少となっていま
す。 
 経営体階層別にみると、漁船使用経営体が4,417人（構成比65.2％）、海面養殖経営体が
1,964人 （同29.0％）、小型定置網・地びき網経営体が332人（同4.9％）、漁船非使用経営体が
61人同0.9％） となっています。 
 これを前回と比べると、漁船使用経営体が398人（△8.3％）、海面養殖経営体が286人（△
12.7％）、 漁船非使用経営体が96人（△61.1％）減少し、小型定置網・地びき網経営体が114人
（52.3％）増加 しています。（表7）  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
３ 漁船隻数
 
 過去１年間に使用した漁船のうち、調査日現在の保有漁船総数は5,388隻で、前回に比べる
と272隻 （△4.8%）の減少となっています。 
 経営体階層別にみると、漁船使用経営体が3,206隻（構成比59.5%）、海面養殖経営体が2,030
隻 （同37.7％）、小型定置網・地びき網経営体が152隻（同2.8%）となっています。 
 これを前回と比べると、漁船使用経営体が165隻（△4.9%）、海面養殖経営体が102隻（△
4.8％）、小型定置網・地びき網経営体が5隻（△3.2%）の減少となっています。漁船種類別にみ
ると、船外機付3,134隻（構成比58.2%）、動力船が2,237隻（同41.5％）、 無動力船17隻（同0.3%）
となっています。（表８，９）

 

 



 
 
４ 漁獲金額（販売金額）別経営体数
 
 過去1年間の漁獲金額（販売金額）別経営体数をみると、500～1,000万円が最も多く809（構
成比 26.5％）、次いで1,000～2,000万円が689（同22.6％）、200～500万円が621（同20.4％）の
順と なっています。 
 また、のり類養殖階層についてみると、1,000～2,000万円が334（構成比43.8％）と最も多く、 
次いで500～1,000万円が264（同34.6％）、2,000～5,000万円が104（同13.6％）の順となってい 
ます。（表10）

 

 
 
５ 漁業従事者世帯数（個人経営体世帯を含まない）

 
 漁業従事者世帯数は798で、前回に比べ20（△2.4％）の減少となっています。 
 これを就業の形態別にみると、漁業雇われが主が415（構成比52.0％）、漁業雇われのみが
209（同 26.2％）、漁業雇われが従が174（同21.8％）となっています。   
 これを前回と比べると、漁業雇われのみが34（△14.0％）、漁業雇われが主が19（△4.4％）減
少し、 漁業雇われが従が33（23.4％）増加しています。（表11） 
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